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別記様式第２号 別添 

 

浜の活力再生プラン 
（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 三陸やまだ漁協地域水産業再生委員会 

代表者名 
会長 生  駒  利  治 

（三陸やまだ漁業協同組合代表理事組合長） 

 

再生委員会の構成員 三陸やまだ漁業協同組合、山田町水産商工課 

オブザーバー 岩手県（宮古水産振興センター）、岩手県漁業協同組合連合会 

 

対象となる地域の範

囲及び漁業の種類 

 

１ 対象となる地域の範囲 岩手県下閉伊郡山田町地区 

    
 

 

２ 漁業の種類 

（１）定置漁業（６団体(定置漁業生産組合)） 

（２）漁船漁業（２２名） 

  ア いか釣漁業（２名） 

  イ 船びき網漁業（イサダ(ツノナシオキアミ)）（８名） 

ウ かご・延縄漁業（１１名） 

エ 刺し網漁業（１名） 

（３）養殖漁業（１３８名） 

    ア カキ養殖（１２９名） 

イ ホタテガイ養殖（１３８名） 

※ カキ養殖１２９名は全員がホタテガイ養殖を兼業。漁船漁業の一部にも養殖

業を兼業する者がおり、漁業者総数は１５３名である。 
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２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

山田町は岩手県の沿岸中央部に位置し、沖合は南から北上する黒潮と北から南下する親潮がぶつかり合い、

多種多様な魚種を育む全国有数の漁場を有し、水産業を基幹産業として発展してきた。 

 三陸やまだ漁協は、平成２１年１０月に岩手県山田町内５漁協のうち、大浦、織笠、山田湾及び大沢漁協の

４漁協が合併して設立された。 

 浅海域ではカキ・ホタテガイなどの養殖漁業やアワビ、ウニ等の採介藻漁業が行なわれ、近海域ではサケの

漁獲を主体とした定置網漁業、かご漁業、刺網漁業などの漁船漁業が盛んに営まれてきた。 

 当地域では、水産業が基幹産業としてこれまで地域経済を担ってきたが、平成２３年３月１１日に発生した

東日本大震災により、養殖施設や漁船、漁港等水産業関連施設は壊滅的な被害を受けた。 

このため、漁協を中心に、国・県・町や民間団体等の多方面から支援を受けて水産業関連施設、漁船、漁具

等の再整備など復旧・復興に向けた取り組みを行い、漁業活動を再開している。 

 このような状況の中で水産物の消費低迷・魚価安のほか、漁船漁業においては燃油コストが嵩むなど経営を

取り巻く環境は厳しさを増しており、漁業者の漁業所得が減少している。 

 このことから、漁業振興による地域の活性化に早急に取り組み、漁業所得を向上させ漁家経営の安定化を図

ることが極めて重要である。 

（２）その他の関連する現状等 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により、山田町は波高１０ｍ以上の大津波と同時に火災も発

生し、養殖施設や船舶・漁港のみならず、町内の商業施設や住宅等が壊滅的な被害を受けた。 

 水産業が基幹産業である山田町は、震災後に「水産業の早期復旧と再生・発展」を掲げ、①漁港・漁場（養

殖場）の復旧、②市場・水産加工施設の復旧、③漁業経営体制の強化、④水産物のブランド化及び販路拡大を

中心とした活動に、単なる復旧にとどまらず、被災前以上の発展を遂げるために取り組んでいる。 

 山田町の復興計画は平成２３年度から平成２５年度までの３年間を復旧期（まちづくりの基礎となる土地や

都市基盤施設の再整備と各種活動の始動）、平成２６年度から平成２９年度までの４年間を再生期（新たな土

地への建設開始と各種活動の本格始動）、平成３０年度から令和２年度までの３年間を発展期（まちの成熟化

と広域的な連携による各種活動の拡大）と位置付け、復興に向け取り組んでいる。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題 
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

前述の取組により課題となった項目について、以下のとおり対応する。 

【資源維持と環境保全への取り組み】 

１ 漁協は、秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の放流数の維持、試験研究機関と連

携した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導入、及び種卵確保のための海産親

魚の活用に取り組む（継続実施のため、プラン掲載）。 

【付加価値向上への取り組み】 

１  定置漁業生産組合は、水揚した秋サケの冷却水タンク保管や漁船魚倉への砕氷投入による運搬の際の低温

管理を引き続き徹底する（年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず）。 

２  定置漁業生産組合は、秋サケ等の付加価値向上を図るための漁船への海水殺菌装置の導入について、引き

続き検討する（年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず）。 

３  定置漁業生産組合は、時期により多獲されるスルメイカ、サバ、イナダ等の単価向上のため、船上選別や

施氷の徹底による鮮度保持に引き続き取り組む（「（４）具体的な取組内容」として記載）。 

４  いか釣漁業者は、出荷時期に応じた施氷量の調整による低温管理で鮮度保持の徹底に取り組む。(年次に

よる取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず)。 

５  いか釣漁業者は、漁獲したスルメイカを箱詰めする際、氷が溶けた真水が魚体に触れることで生じる白化

を防ぐため、保冷シートを挟んだ魚箱を使用することを検討したが、近年のスルメイカの不漁を踏まえて新

たな支出を抑制するため、実施は取りやめる（プランから削除）。 

６ 船びき網漁業者は、漁獲時刻の遅いイサダの鮮度管理を徹底し、食用向けの高鮮度出荷に取り組む。 

７  かご、延縄、刺網漁業者は、漁獲物の魚種、サイズ別の箱詰出荷を計画したものの、漁獲数量が少ないな

ど箱詰めする条件が整わない場合が多かったため、高単価が期待できる一部の魚種で取り組みを継続する

(改善実施のため、プラン掲載)。 

８  全漁業者及び漁協は、衛生管理意識を高める取り組みを引き続き実施する。(継続実施のため、プラン掲

載)。 

【養殖漁業（新規）】 

１ カキ養殖については、かきは冬場が旬とのイメージがあることに対し、３月から５月までの身入りが充実

した春かきをＰＲしながら周年出荷を目指す。また、出荷時においては、品質についても十分吟味し、良質

品の安定供給に努めるとともに、インターネット販売に取り組む。 

２ ホタテ養殖については、地域外からの種苗供給が不安定なことから、地場採苗に取り組み全量地場種苗で

賄えるような体制に取り組み、生産コストを削減しながら漁業経営の安定を図るとともに、インターネッ

ト販売に取り組む。 

３ 養殖漁業全体において、漁業経営体及び漁業従事者の減少に歯止めがかからない状態が続いており、労働

力の減少は生産量の減少に直結することから、国・県・町の協力を得ながら、魅力ある労働環境を整備する

等の取り組みを行い、漁業後継者の確保に努める。 

【ＰＲ活動・魚食普及活動への取り組み】 

１  全漁業者及び漁協はイベント等に参画し、販路拡大、ＰＲ活動を引き続き実施する。(継続実施のため、

プラン掲載)。 

２  インターネットを活用した販売促進を図る。 

【労働環境への配慮及び担い手対策への取り組み】 
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１  岩手県山田町広域水産業再生委員会が策定した、浜の活力再生広域プランと連携することで継続した取り

組みを行う（本プランから削除）。 

【燃油及び資材高騰への取り組み】 

１  燃油コスト削減を図るため、引き続き、プロペラ・船底清掃を徹底する（継続実施のため、プラン掲載）。 

２  燃油コスト削減を図るため、引き続き、減速航行を徹底する（継続実施のため、プラン掲載）。 

３  漁業経営の安定化、支出経費の抑制を図るため、セーフティネット構築事業への加入推進を行う（継続実

施のため、プラン掲載）。 

４ 省エネ機器等の導入については、岩手県山田町広域水産業再生委員会が策定した、浜の活力再生広域プラ

ンと連携することで継続した取り組みを行う（本プランから削除）。 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

漁獲努力量の削減・維持の担保措置として次の項目に取り組み、遵守する。 

【共通項目】 

資源管理計画を遵守し漁業資源の維持管理に取り組む。 

【漁船漁業】 

① 岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、操業時間、漁獲サイズ、漁具等規制を遵守する。

② 岩手県海区漁業調整委員会指示によるサケ・マスの採捕制限、定置漁業の保護区域の設定等に基づいて

適正な操業を行う。

③ 共同漁業権行使規則による規制措置に基づいて適正に行使する。

【養殖漁業】 

① 区画漁業権の管理及び行使に関して必要な事項を定めた漁業権行使規則を遵守する。

② 養殖漁場の維持・改善のため養殖施設台数や適正養殖可能数量等を定めた漁場利用計画を遵守する。

③ 漁協及び各種養殖団体等による養殖手法等を検証し、対策を検討する。

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

１年目（令和元年度）  

以降、以下の取組については、毎年の取組の進捗状況や成果等を踏まえ、段階的に対策範囲を拡大するな

ど、必要に応じた見直しを行いつつ関係者が一丸となって取組む。 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業所得を基準年から2.2％増加させる。 

【資源維持と環境保全への取り組み】 

１  漁協は、秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の計画放流の維持、

試験研究機関と連携した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導

入及び種卵確保のための海産親魚の活用に取り組む。 

【付加価値向上への取り組み】 

１  定置漁業生産組合は、時期により多獲されるスルメイカ、サバ、イナダ等の単価向上のた

め、船上選別や施氷の徹底による鮮度保持に引き続き取り組む。 

２ 定置漁業生産組合は、市場出荷のほか、専用サイト「産直やまだ」によるインターネット

販売を検討する。 

３ 船びき網漁業者は、イサダの鮮度管理に取り組み、食用向け出荷を検討する。 

４  かご、延縄、刺網漁業者は、高単価が期待できる一部の魚種で箱詰出荷に取り組む。 

５  全漁業者及び漁協は、衛生管理意識を高める取り組みを実施する。 

【ＰＲ活動・魚食普及活動への取り組み】 
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１  全漁業者及び漁協は、イベント等に参画し販路拡大、ＰＲ活動を実施する。 

２  漁協は、インターネットを活用した販売促進を図る。 

【養殖漁業】 

１ カキ養殖については、製品の品質に重点を置き、安定した出荷体制を構築するため、養殖

方法等を再確認するとともに、周年出荷が出来る体制の整備を検討する。また、インターネ

ット販売に取り組む。 

２ ホタテ養殖については、 地区外からの種苗購入が安定しないことから、地場採苗への移

行、その生産方法等について検討する。また、インターネット販売に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１  全漁業者は、船底・プロペラの定期的な清掃を行い、海水の抵抗を減らすことで燃油消費

量の削減を図る。 

２  全漁業者は、減速航行（現行速度から２ノット減速）による燃油量の削減を徹底する。 

３  漁協は、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を促進し、原油価格高騰に備える。 

 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

２年目（令和２年度）  

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業所得を基準年から4.2％増加させる。 

【資源維持と環境保全への取り組み】 

１  漁協は、秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の計画放流の維持、

試験研究機関と連携した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導

入及び種卵確保のための海産親魚の活用に取り組む。 

【付加価値向上への取り組み】 

１  定置漁業生産組合は、時期により多獲されるスルメイカ、サバ、イナダ等の単価向上のた

め、船上選別や施氷の徹底による鮮度保持に引き続き取り組む。 

２ 定置漁業生産組合は、市場出荷のほか、専用サイト「産直やまだ」によるインターネット

販売に取り組む。 

３ 船びき網漁業者は、イサダの鮮度管理に取り組み、食用向け出荷に取り組む。 

４  かご、延縄、刺網漁業者は、高単価が期待できる一部の魚種で箱詰出荷に取り組む。 

５  全漁業者及び漁協は、衛生管理意識を高める取り組みを実施する。 

【ＰＲ活動・魚食普及活動への取り組み】 

１  全漁業者及び漁協は、イベント等に参画し販路拡大、ＰＲ活動を実施する。 

２  漁協は、インターネットを活用した販売促進を図る。 

【養殖漁業】 

１ カキ養殖については、製品の品質に重点を置き、安定した出荷体制を構築するため、養殖

方法等を再確認するとともに、周年出荷が出来る体制を整備する。また、インターネット販

売に取り組む。 

２ ホタテ養殖については、 地区外からの種苗購入が安定しないことから、地場採苗への移

行に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

漁業コスト削 以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 
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減のための取

組 

１  全漁業者は、船底・プロペラの定期的な清掃を行い、海水の抵抗を減らすことで燃油消費

量の削減を図る。 

２  全漁業者は、減速航行（現行速度から２ノット減速）により燃油量の削減を徹底する。 

３  漁協は、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を促進し、原油価格高騰に備える。 

 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

３年目（令和３年度）  

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業所得を基準年から6.2％増加させる。 

【資源維持と環境保全への取り組み】 

１  漁協は、秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の計画放流の維持、

試験研究機関と連携した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導

入及び種卵確保のための海産親魚の活用に取り組む。 

【付加価値向上への取り組み】 

１  定置漁業生産組合は、時期により多獲されるスルメイカ、サバ、イナダ等の単価向上のた

め、船上選別や施氷の徹底による鮮度保持に引き続き取り組む。 

２ 定置漁業生産組合は、市場出荷のほか、専用サイト「産直やまだ」によるインターネット

販売に取り組む。 

３ 船びき網漁業者は、イサダの鮮度管理に取り組み、食用向け出荷に取り組む。 

４  かご、延縄、刺網漁業者は、高単価が期待できる一部の魚種で箱詰出荷に取り組む。 

５  全漁業者及び漁協は、衛生管理意識を高める取り組みを実施する。 

【ＰＲ活動・魚食普及活動への取り組み】 

１  全漁業者及び漁協は、イベント等に参画し販路拡大、ＰＲ活動を実施する。 

２  漁協は、インターネットを活用した販売促進を図る。 

【養殖漁業】 

１ カキ養殖については、製品の品質に重点を置き、安定した出荷体制を構築するため、養殖

方法等を再確認するとともに、周年出荷に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

２ ホタテ養殖については、 地区外からの種苗購入が安定しないことから、地場採苗への移

行に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１  全漁業者は、船底・プロペラの定期的な清掃を行い、海水の抵抗を減らすことで燃油消費

量の削減を図る。 

２  全漁業者は、減速航行（現行速度から２ノット減速）による燃油量の削減を徹底する。 

３  漁協は、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を促進し、原油価格高騰に備える。 

 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 
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４年目（令和４年度）  

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業所得を基準年から8.3％増加させる。 

【資源維持と環境保全への取り組み】 

１  漁協は、秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の計画放流の維持、

試験研究機関と連携した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導

入及び種卵確保のための海産親魚の活用に取り組む。 

【付加価値向上への取り組み】 

１  定置漁業生産組合は、時期により多獲されるスルメイカ、サバ、イナダ等の単価向上のた

め、船上選別や施氷の徹底による鮮度保持に引き続き取り組む。 

２ 定置漁業生産組合は、市場出荷のほか、専用サイト「産直やまだ」によるインターネット

販売に取り組む。 

３ 船びき網漁業者は、イサダの鮮度管理に取り組み、食用向け出荷に取り組む。 

４  かご、延縄、刺網漁業者は、高単価が期待できる一部の魚種で箱詰出荷に取り組む。 

５  全漁業者及び漁協は、衛生管理意識を高める取り組みを実施する。 

【ＰＲ活動・魚食普及活動への取り組み】 

１  全漁業者及び漁協は、イベント等に参画し販路拡大、ＰＲ活動を実施する。 

２  漁協は、インターネットを活用した販売促進を図る。 

【養殖漁業】 

１ カキ養殖については、製品の品質に重点を置き、安定した出荷体制を構築するため、養殖

方法等を再確認するとともに、周年出荷に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

２ ホタテ養殖については、 地区外からの種苗購入が安定しないことから、地場採苗への移

行に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１  全漁業者は、船底・プロペラの定期的な清掃を行い、海水の抵抗を減らすことで燃油消費

量の削減を図る。 

２  全漁業者は、減速航行（現行速度から２ノット減速）による燃油量の削減を徹底する。 

３  漁協は、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を促進し、原油価格高騰に備える。 

 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

 

 

５年目（令和５年度）  

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業所得を基準年から10.3％増加させる。 

【資源維持と環境保全への取り組み】 

１  漁協は、秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の計画放流の維持、

試験研究機関と連携した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導

入及び種卵確保のための海産親魚の活用に取り組む。 

【付加価値向上への取り組み】 

１  定置漁業生産組合は、時期により多獲されるスルメイカ、サバ、イナダ等の単価向上のた
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め、船上選別や施氷の徹底による鮮度保持に引き続き取り組む。 

２ 定置漁業生産組合は、市場出荷のほか、専用サイト「産直やまだ」によるインターネット

販売に取り組む。 

３ 船びき網漁業者は、イサダの鮮度管理に取り組み、食用向け出荷に取り組む。 

４  かご、延縄、刺網漁業者は、高単価が期待できる一部の魚種で箱詰出荷に取り組む。 

５  全漁業者及び漁協は、衛生管理意識を高める取り組みを実施する。 

【ＰＲ活動・魚食普及活動への取り組み】 

１  全漁業者及び漁協は、イベント等に参画し販路拡大、ＰＲ活動を実施する。 

２  漁協は、インターネットを活用した販売促進を図る。 

【養殖漁業】 

１ カキ養殖については、製品の品質に重点を置き、安定した出荷体制を構築するため、養殖

方法等を再確認するとともに、周年出荷に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

２ ホタテ養殖については、 地区外からの種苗購入が安定しないことから、地場採苗への移

行に取り組む。また、インターネット販売に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１  全漁業者は、船底・プロペラの定期的な清掃を行い、海水の抵抗を減らすことで燃油消費

量の削減を図る。 

２  全漁業者は、減速航行（現行速度から２ノット減速）による燃油量の削減を徹底する。 

３  漁協は、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を促進し、原油価格高騰に備える。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業

・ 新規漁業就業者総合支援事業

・ 漁村女性地域実践活動促進事業

・ 浜の活力再生・成長促進交付金

（５）関係機関との連携 

この浜プランに掲げた各取り組みは、岩手県、岩手県漁業協同組合連合会、その他の専門機関のアドバイス

を受けながら実施する。 

４ 目標  

（１）所得目標 

漁業所得10.3％向上 
基準年 基準年漁業所得  

目標年 令和５年度漁業所得   

（２）上記の算出方法及びその妥当性 
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（３）所得目標以外の成果目標  

次の魚種及び養殖種の単価の向上 

（単位：円/㎏） 

魚種等 基準年の単価 目標年（令和５年度）の単価 備   考 

１ マダラ 129 132 基準年を平成25年度から平成29年

度までの５中３とする。箱詰め、鮮

度管理、インターネット販売によ

り、漁獲物の一部の単価向上を目指

す。 

２ イサダ 31 33 

３ 養殖ホタテ 475 499 

４ 養殖殻付カキ 455 482 

５ 養殖剥き身カキ 1,361 1,428 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

 生産者の高齢化や担い手不足による生産量の減少や、資源変動に由来する漁獲量の減少により、今後の生

産量の大幅な増加が見込めない中、本プランの着実な実行により、魚種等の単価向上を図り、所得の向上を

目指す。 

 魚種等の単価は、全国的な水揚量等の増減や需給バランスによる変動が大きいため、基準年の単価は現行

プランの最終年度を除く直近５か年の５中３とした。 

なお、イサダは漁期が２月から５月であるため、年度単位ではなく、年単位で単価を算出している。 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 (検討事項) 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業経営セーフティネット構築事業 
燃油高騰時の所得の激減を緩和することにより漁業経営の安定化を

図る。 

新規漁業就業者総合支援事業 
意欲ある若者の漁業への新規参入や継続就業への周辺環境整備によ

り担い手確保・育成支援を行う。 

漁村女性地域実践活動促進事業 
漁協女性部のイベント参画等の実践活動を支援し、魚食普及と地元水

産物のＰＲに取り組む。 

浜の活力再生・成長促進交付金 水産業共同利用施設を整備することにより漁業経営の安定化を図る。 
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